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r7物価_3_2 r7物価_3_1

6,297                    6,297                                     

4,070                    1,340                                     

560                       2,730                                     

-                          -                                          

-                                          

-                                          

-                          7,130                                     

-                          11,200                                   

7,130                    1,516                                     

-                          226                                       

-                          -                                          事業数 10 基金事業数 0 R6補正_推奨 -               

-                                          最終事業NO 13 R6補正_低 11,760        

6,297                    543                                       
”交付金が活用されて
いる旨の明記のみの
変更”を除いた数

7 R7予備_推奨 -               

4,070                    
"うち交付対象経費のみ
の変更"を除いた変更事
業数

7 R7補正_特別
加算以外

4,793          

7,130                    　（うち給付金事業数） 1

560                       -                                          

-                          -                                          

18,057                   -                                          

-                                          

-                          -                 19,782                                   -                         

総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

総事業費に係る
事務費

合計  70,172  48,270  7,606  11,200  560  -  5,000  23,904 21,902 

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3
万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○ 物価高騰対応重点支援給付
金（令和6年度非課税給付）

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  11,760  11,760  -  11,200  560  -  -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　495世帯×30千円、
子ども加算　14人×20千円、、定額減税を補足する給付（う
ち不足額給付）の対象者　651人　(12,370千円）　　のうち
R7計画分
事務費　560千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（495世帯）、定額減税
を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（651人）

－ ○ － R6.12 R8.3 対象世帯に対して令和6年12月までに支
給を開始する

③ HP、事業チラシにて明記済みあるいは予定 対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の
給付費

（家計急変への横出し等・R6補正）
3  -  -

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  -

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（市区町村のみ記載）
5 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 第８弾プレミアム付商品券利

用事業【食料品特別加算分】

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

①食料品の
物価高騰に
対する特別

加算

④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 34,783  15,783  15,783  19,000  -

①購入額にプレミアム分を上乗せした町内店舗で利用でき
る商品券（食料品等にも利用可能）を発行し、物価高騰の
影響を受けている町民への生活支援及び町内企業支援を
実施する。
②1万円分の商品券を5千円で販売し、その差額（プレミア
ム分）、事業執行に係る事務費（消耗品、商品券及び引換
券の印刷、発送、商品券の販売手数料等）を交付対象経
費とする。
③商品券販売分：38,500千円（3,850部×10,000円）、消耗
品費：351千円、印刷製本費：466千円、郵便料：409千円、
販売手数料：385千円（3,850部×100円）
※Cその他（19,000千円）はプレミアム商品券販売収入：
19,000千円
※交付対象経費合計19,111千円のうち、15,783千円を食料
品特別加算分対象とする。
④町民

－ － － R7.12 R8.2 R8.3 助成券利用率：97.0％ ② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 プレミアム商品
券

プレミアム商品
券

商品券等に使用期限を設けるとともに、利用可
能店舗から町への請求の際に実績を報告させ商
品券の使用実績を把握する。

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場
合は、１つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入し
L列で当該推奨事業メニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6以
降に記入しL列で当該推奨事業メニューを選択してください。

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 子育て世帯家計支援給付金 Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴
う子育て世
帯支援

 5,936  5,936  5,936  -  -

①エネルギー、食料品価格等の物価高騰の影響を受けて
いる子育て世帯への経済的な負担軽減として給付金を支
給する
②需用費、役務費、負担金補助及び交付金
③需用費（消耗品：50千円）、役務費（郵便料27：千円、口
座振込手数料：24千円）、負担金補助及び交付金（給付金
15千円×389人＝5,835千円）
④町内在住の18歳以下の児童　389人

－ ○ － R7.6 R8.3 アンケート調査による事業を「評価する」
の回答割合：70％

③ HP、事業チラシにて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 町学校給食費助成金【国R6
予算分】

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴
う子育て世
帯支援

 1,670  1,670  1,670  -  -

①物価高騰による保護者の負担軽減を図るため、学校給
食費の一部を補助する。
補助対象期間：令和7年4月～令和8年3月
②給食費（米、牛乳等）の支援に係る経費（小学校、中学
校への補助金）
③小学校：340円（1食あたり費用）のうち、130円を町が補
助（補助金額：3,510千円）　※130円×135人×200日＝
3,510千円
中学校：420円（1食あたり費用）のうち、200円を町が補助
（補助金額：3,160千円）　※200円×79人×200日＝3,160千
円
④児童及び生徒の保護者（小学校、中学校への補助金）※
教職員分は、補助対象に含まない

－ － － R7.4 R8.3 補助対象学校数：2校 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食 ホームページ、広報誌 R7当初（地）

8 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○ 町学校給食費助成金【国R7
予算分】

米国関税措置 ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴
う子育て世
帯支援

 5,000  5,000  -  5,000  -

①物価高騰による保護者の負担軽減を図るため、学校給
食費の一部を補助する。
補助対象期間：令和7年4月～令和8年3月
②給食費（米、牛乳等）の支援に係る経費（小学校、中学
校への補助金）
③小学校：340円（1食あたり費用）のうち、130円を町が補
助（補助金額：3,510千円）　※130円×135人×200日＝
3,510千円
中学校：420円（1食あたり費用）のうち、200円を町が補助
（補助金額：3,160千円）　※200円×79人×200日＝3,160千
円
④児童及び生徒の保護者（小学校、中学校への補助金）※
教職員分は、補助対象に含まない

－ － － R7.4 R8.3 補助対象学校数：2校 ⑤ HPにて明記済みあるいは予定 給食 ホームページ、広報誌 R7当初（地）

9 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 第８弾プレミアム付商品券利
用事業【R7補正分】

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

①食料品の
物価高騰に
対する特別
加算

④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 5,328  3,328  3,328  2,000  1,611

①購入額にプレミアム分を上乗せした町内店舗で利用でき
る商品券（食料品等にも利用可能）を発行し、物価高騰の
影響を受けている町民への生活支援及び町内企業支援を
実施する。
②1万円分の商品券を5千円で販売し、その差額（プレミア
ム分）、事業執行に係る事務費（消耗品、商品券及び引換
券の印刷、発送、商品券の販売手数料等）を交付対象経
費とする。
③商品券販売分：38,500千円（3,850部×10,000円）、消耗
品費：351千円、印刷製本費：466千円、郵便料：409千円、
販売手数料：385千円（3,850部×100円）
※Cその他（2,000千円）は一般財源：2,000千円
※交付対象経費合計19,111千円のうち、3,328千円をR7補
正分対象とする。
④町民

－ － － R7.12 R8.2 R8.3 助成券利用率：97.0％ ② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 プレミアム商品
券

商品券等に使用期限を設けるとともに、利用可
能店舗から町への請求の際に実績を報告させ商
品券の使用実績を把握する。

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

10 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 水道基本料金減免事業
Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○
④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 1,430  1,430  1,430  -  1,430

①物価高騰により、生活への影響を受けている町民及び
事業者に対し実施する、水道基本料金の減免事業ため水
道料金システムを改修する。※公共施設は、水道基本料
金の減免対象としない。
②令和８年度に実施する水道基本料金減免事業のため水
道料金システムの改修費用（簡易水道事業会計に繰り出
し、水道料金システムの改修に係る費用）
③水道料金システム改修委託料：1,430千円
④町民及び町内事業者

－ － － R7.12 R8.3 R8.3 水道料金減免対象件数（実件数）：1,800
件

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

11 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○ ひとり親家庭に対する物価
高騰対策給付金事業

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○
③物価高騰
に伴う子育
て世帯支援

 600  600  600  -  -

①物価高騰により、生活への影響を大きく受けているひとり
親家庭等に対して、給付金を支給する。
②児童扶養手当受給者及び対象児童に対する給付金
③給付金：30千円×10人（児童扶養手当受給者）=300千円
給付金：20千円×15人（児童扶養手当対象児童）=300千円
④児童扶養手当受給者

－ ○ － R7.12 R8.1 R8.3 給付金支給対象者：10人 ② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
低所得のひとり
親世帯への給付
金等

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

12 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 灯油購入費助成事業
Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

②物価高騰
に伴う低所
得者世帯・
高齢者世帯
支援

 1,805  903  903  902  55

①物価高騰により、生活への影響を大きく受けている住民
税非課税世帯（特別養護老人ホーム等の入所者世帯を除
く）に対して、灯油購入費助成として給付金を支給する。
②住民税非課税世帯に対する給付金（灯油購入費助成）
③給付金：5千円×350世帯（住民税非課税世帯）=1,750千
円、郵便料：55千円
※Cその他（902千円）は新潟県灯油購入費助成事業補助
金：902千円
④住民税非課税世帯

－ ○ － R7.12 R8.2 R8.3 給付金支給対象世帯：350世帯 ② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

13 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 漁業者経営支援事業
Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑧農林水産
業における
物価高騰対
策支援

 1,860  1,860  1,860  -  -

①原油価格の高騰等により漁業者が使用する資材価格が
高騰する中で、漁業者の経営安定を図るため、魚箱、氷と
いった資材価格の高騰分を補助することにより、今後の漁
業経営を継続できるよう支援する。（漁業協同組合を通して
漁業者に支援）
補助対象期間：令和7年3月～令和8年2月
②漁業者に対する支援に係る経費（新潟漁業協同組合出
雲崎支所への補助金）
③魚箱購入費に対する補助率（21％）、氷購入費に対する
補助率（30％）
令和7年3月～6月分：980千円、7月～10月分：680千円、11
月～令和8年2月分：200千円
合計：1,860千円（資材高騰分補助額・14事業者分）
④漁業者

－ － － R7.4 R7.4 R8.3 支援漁業者数：14事業者 ② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 農林水産・食品
分野

漁船 ホームページ、広報誌 R7当初（地）

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

総務課担当部局課名 7,606                                              

15405

【15_新潟県】

15405_新潟県出雲崎町

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0258-78-2290

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年12月２日通知分）

-                         

エラー（交付対象経
費<既配分額）

エラー（交
付限度額<
既配分額）

4,469                    

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR6補正等分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額②

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年12月２日通知分）

担当者氏名 小林　純 国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費

11,200                                             

エラー（交
付限度額記

載不備）

都道府県区分

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

4,469                    

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

エラー（既
配分額記載

不備）

エラー（自治
体名記載不

備）

エラー（担当
者・連絡先記

載不備）

-                         

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）

4,469                                             

小計　交付限度額（R7予備費分） 4,469                                             

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分）

96,806                                           

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） 15,783                                           

小計　交付限度額（R7経済対策分） 96,806                                           

配分予定額計
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも
関連する場合は、M～O列に追加で選択してくださ

い。

【調整後】今回配分予定額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

配分予定額計

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

小計　配分予定額計
（R7予備費分）

※記載は不要

備考5

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【調整後】本省繰越希望額

（R7補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

72,902                                      

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度額⑥

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑥

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）

-                                                  

72,902                                           

23,904                                           

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額
※事務連絡は該当団体のみに通知

-                                                  

交付限度額計 121,057                                          

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

23,904                  

23,904                  

小計　交付限度額（R6経済対策分）

2,285                                     

Ｃ

エラー（効
果直接選択
漏れ）

エラー（枠
選択漏れ）

自治体利用
欄

自治体での予算区分
自治体利用
欄

エラー（予
算年度選択
漏れ）

国の重点支援地方交付金が活用されている旨
の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ 【R7補正のみ】

備考2
「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

国

の

予

算

年

度

（単位：千円）

560                                                 

kikakuk@town.izumozaki.niigata.jp

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
今回配分予定額

国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

4,469                    
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

5,000                                              

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
令和７年度既配分額

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

　

【
Ｒ

６

経

済

対

策

等

】
差

押

禁

止

法

の

対

象

範

囲

　

※

事

務

連

絡

参

照

-                                                    

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

都道府県・市町村コード（５桁）

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費

23,904                                             

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

Ｎｏ

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費

-                                                    

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

Ｂ ※参考

エラー（推奨
本省繰越希
望額未入

力）

                                       46,430

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等

ふまえた対応について記載

小計　交付限度額④

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年12月通知分）

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期 事業終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

23,904                  

支援開始時期

国のR6補正等（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

小計　交付限度額③

エラー（臨時名称選
択漏れ）

エラー（事業
名称入力漏
れ）

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄

移替先



別表 受付可否 可

都道府県区分 地方公共団体名（コード有り） エラー項目 判定

都道府県・市町村コード（5桁） 担当部局課名 交付対象事業の名称を入力している ○

D9,G9,H9,J9を入力している ○

D11,H11,D12を入力している ○

交付対象事業の名称
R6低所得世帯支援枠及び不足額給付分の給付金・定
額減税一体支援枠の標準事業にかかる費用以外には
使用していない

対象外経費に重点支援地方
交付金を充当していない

事業始期・終期の比較 ○

物価高騰対応重点支援給付金（令和6年度非課税給付） ○ ○ 給付額や世帯数、人数を入力している ○

単価の内訳を記入している ○

事業始期 事業終期 事務費と事務費の内訳における合計が一致している ○

自治体での予算区分 成果目標を入力している ○

国の重点支援地方交付金が活用されている旨の明記を入力している ○

子ども加算の入力について、世帯数が人数を上回っていない ○

想定外の入力がされていない ○

給付実績を漏れなく入力している ○

国のR6補正分（R6低所得世帯支援枠及び不足額給付分の給付金・定額減税一体支援枠分）に係る　小計　交付限度額② 「R7交付対象経費≧R7既配分額」になっている ○

千円

千円

千円

千円

千円 エラー項目 チェック欄

E18セル（R6交付限度額⑧（概算分））に自動反映されている金額について相違がないこ
とを確認した。

○

E19セル（うちR6→R7本省繰越分）に自動反映されている金額について相違がないことを
確認した。

○

ア．低所得世帯等への給付　※R6.12～R8.3支給済世帯数を全て記載
E20セル（R7交付限度額②（既通知分））に自動反映されている金額について相違がない
ことを確認した。

○

給付種別 交付対象経費（給付費）
（千円）

【参考】　限度額（事務費）
（千円）

E60セル（R6既配分額計（事務費を除く））に自動反映されている金額について相違がない
ことを確認した。

○

令和6年度住民税非課税世帯への給付　【１】 30 千円 495                         世帯 （実績）
※令和６年度からの累計を記載

14,850                         1,238                           E101セル（R6交付限度額⑨（概算分））に自動反映されている金額について相違がないこ
とを確認した。

○

E102セル（R6既配分額計（事務費））に自動反映されている金額について相違がないこと
を確認した。

○

【参考】　限度額（給付費）
（千円）

E103セル（うち　R6→R7本省繰越分（事務費））に自動反映されている金額について相違
がないことを確認した。

○

令和6年度住民税非課税世帯への給付（～3万円）【１】 千円 -                            世帯 （実績）
※令和６年度からの累計を記載

-                                                                -                              -
E104セル（R7交付限度額③（既通知分））に自動反映されている金額について相違がな
いことを確認した。

○

F27、F30、F44、F45、C56、F56、G56セル（給付世帯数、給付人数、金額）について、いず
れも給付実績に基づく世帯数や人数、金額であり、見込み数を含んでいないことを確認し
た。

○

各事業の対象世帯数や対象者数等の入力にあたり、事務連絡等を確認し算定の対象と
ならない者を算定対象に含めていないことを確認した。
(国庫返還を要する場合もあることに留意されたい。)

○

R6低所得世帯支援枠等にかかるR7交付対象経費が給付費・事務費ともに0であるため、
今回提出分において追加配分を希望しない。

イ．こども加算　※R6.12～R8.3支給済人数を全て記載

給付種別 交付対象経費（給付費）
（千円）

【参考】　限度額（事務費）
（千円）

14                           人 （実績）
※令和６年度からの累計を記載

280                             

7                            世帯 （実績）
※令和６年度からの累計を記載                                18

ウ．不足額給付　※R6.12～R8.3支給済金額及び人数を全て記載

うち　支援者（人）数　※扶養親族等含めない

12,370                                                     651                         413                                                    12,370                                                    1,239

千円

千円 金額（千円）

千円 現金 27,500                      

千円 商品券・クーポン -                             

千円 電子ポイント -                             

現物（米・燃油等の現物） -                             

合計 27,500                      

内訳の正誤判定 ○

※全額現金による給付の場合は入力不要

　　　　　　　　　　　　※白色の入力欄のみ入力し、貼り付け等は使用しないでください。

千円

千円

千円

千円

千円 （支出科目） 金額（千円）

千円 需用費（事務用品等） 57                            

千円 役務費（郵送料等） 503                          

業務委託料
（Ｂ２） 国のR6補正（R6低所得世帯支援枠及び不足額給付分の給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額③に対応したR7交付対象経費　※R6配分額を充当する分は含まない。 使用料及び賃借料

千円 人件費 ※1

国庫返還相当額等（事務費） 千円 その他

合計 千円 追加交付額 -                             

合計 560                          

千円

千円

千円

　　　　　　　　　　　　※白色の入力欄のみ入力し、貼り付け等は使用しないでください。

【成果目標（可能な限り定量的指標を設定）】

【国の重点支援地方交付金が活用されている旨の明記】

【実施状況の公表等について（HP、広報紙など）】

（Ｃ） その他（一般財源や補助対象外経費等）に対応したR7交付対象経費

【１】交付限度額の算定の対象となる世帯は、令和6年12月13日(交付限度額の算定の基準日)に住民登録のある令和6年度の住民税非課税世帯(世帯全員の令和6年度の住民税均等割が非課
税である世帯)　※住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を含まない。
【２】交付金を活用して実施した事業における支出を決定した世帯の児童数のうち、令和6年度非課税世帯に属する十八歳に達する日以後の最初の３月31 日までの間にある児童数
【３】交付金を活用して実施した事業における支出を決定した世帯数のうち、令和6年度非課税世帯であって、十八歳に達する日以後の最初の３月31 日までの間にある児童が属する世帯数
【４】令和７年８月調査に基づく対応分

単価（給付費）  対象世帯（人）数

国庫返還相当額等（給付費）：G【4】

R7交付対象経費：H　　G=(E-F)or0+G

-                                                                          

（Ｂ４） 国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑤に対応したR7交付対象経費　※R6配分額を充当する分は含まない。
事業No.1（R6低所得世帯支援枠及び不足額給付分の給付金・定額減税一体支援枠事業）に係る事務費を計上可能

R6補正（地）

参考：R7既配分額計（事務費を除く） 4,070                                               

こども加算　【２】【３】 20 千円

11,200                                             

【給付費（Ｂ２’）の積算】

R6交付限度額⑧（概算分）　R6通知分計：A 17,640                                             

　（うちR6→R7本省繰越分）：B　（B = A - F） 1,340                                               

-                                                     

16,300                                             

臨時の措置であることが分かる事業名称としている
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者
等に対して事業の効果が直接及ぶ

○ ○

R6.12 R8.3

令和7年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
別表（令和６年度低所得世帯支援枠（３万円・２万円）及び不足額給付分の一体支援枠分　）

システムチェック欄

【15_新潟県】 15405_新潟県出雲崎町

15405 総務課

R7交付限度額②（既通知分）：C 2,730                                               

R7交付限度額②（今回追加分）：D 7,130                                               

小計　R7交付限度額②：B＋C＋D 11,200                                             

 対象世帯数単価（給付費）

【例外】R5補正の推奨事業分で既に給付を行い、R6低所得世帯支援枠及び不足額給付分の給付金・定額減税一体支援枠への財源振替を行わない場合で、給付額を減じる際に使用。
　　　　 財源振替ができなかった分について差押禁止法の対象とならない可能性があることに、ご留意ください。

R6.12～R8.3に一世帯当たりの単価を3万円未満の金額として支給する分に係る交付対象経費について全て記載

チェック欄（手入力）

交付対象経費（給付費）
（千円）

【参考】　限度額（事務費）
（千円）

千円
※令和６年度からの累計を記載

交付対象経費（事務費を除く）　累計（R6,R7）：E 27,500                                             

 不足額給付額（給付総額）
対象者（人）数（扶養親族等含める）　※令和６年度からの累計を実績で記載

交付対象経費　累計（R6,R7）の内訳

※1 任期の定めのない常勤職員の給料分を除く

（Ｂ１） 国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額①に対応したR7交付対象経費　※R6配分額を充当する分は含まない。
事業No.1（R6低所得世帯支援枠及び不足額給付分の給付金・定額減税一体支援枠事業）に係る事務費を計上可能

-                                                                          

事務費合計額と事務費の
内訳における合計が一致
している。

○

R7交付限度額③（既通知分）：I 226                                                 【事務費の内訳】

R6既配分額計（事務費） 210                                                 

　（うち　R6→R7本省繰越分（事務費））：H 1,516                                               

【事務費(B２'')の積算】

560                                                                       

ホームページ、広報誌

-                                                                          

R6既配分額計（事務費を除く）：F

対象世帯に対して令和6年12月までに支給を開始する

③ HP、事業チラシにて明記済みあるいは予定

国のR6補正分（R6低所得世帯支援枠及び不足額給付分の給付金・定額減税一体支援枠分）事務費に係る　小計　交付限度額③
※R6低所得世帯支援枠及び不足額給付分の給付金・定額減税一体支援枠に係る事務費

R6交付限度額⑨（概算分）　R6通知分計 1,726                                               

-                                                                          

2,285                                               小計　R7交付限度額③：H＋I＋J

560                                                                       

参考：R7既配分額計（事務費） 560                                                 

R7交付限度額③（今回追加分）：J 543                                                 



No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

第８弾プレミアム付商品券利用事業
【食料品特別加算分】

①購入額にプレミアム分を上乗せした町内店舗で利用でき
る商品券（食料品等にも利用可能）を発行し、物価高騰の
影響を受けている町民への生活支援及び町内企業支援を
実施する。
②1万円分の商品券を5千円で販売し、その差額（プレミア
ム分）、事業執行に係る事務費（消耗品、商品券及び引換
券の印刷、発送、商品券の販売手数料等）を交付対象経
費とする。
③商品券販売分：38,500千円（3,850部×10,000円）、消耗
品費：351千円、印刷製本費：466千円、郵便料：409千円、
販売手数料：385千円（3,850部×100円）
※Cその他（19,000千円）はプレミアム商品券販売収入：
19,000千円
※交付対象経費合計19,111千円のうち、15,783千円を食
料品特別加算分対象とする。
④町民

R7.12 R8.3

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

子育て世帯家計支援給付金

①エネルギー、食料品価格等の物価高騰の影響を受けて
いる子育て世帯への経済的な負担軽減として給付金を支
給する
②需用費、役務費、負担金補助及び交付金
③需用費（消耗品：50千円）、役務費（郵便料27：千円、口
座振込手数料：24千円）、負担金補助及び交付金（給付金
15千円×389人＝5,835千円）
④町内在住の18歳以下の児童　389人

R7.6 R8.3

3

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

町学校給食費助成金【国R6予算分】

①物価高騰による保護者の負担軽減を図るため、学校給
食費の一部を補助する。
補助対象期間：令和7年4月～令和8年3月
②給食費（米、牛乳等）の支援に係る経費（小学校、中学
校への補助金）
③小学校：340円（1食あたり費用）のうち、130円を町が補
助（補助金額：3,510千円）　※130円×135人×200日＝
3,510千円
中学校：420円（1食あたり費用）のうち、200円を町が補助
（補助金額：3,160千円）　※200円×79人×200日＝3,160
千円
④児童及び生徒の保護者（小学校、中学校への補助金）
※教職員分は、補助対象に含まない

R7.4 R8.3

4

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

町学校給食費助成金【国R7予算分】

①物価高騰による保護者の負担軽減を図るため、学校給
食費の一部を補助する。
補助対象期間：令和7年4月～令和8年3月
②給食費（米、牛乳等）の支援に係る経費（小学校、中学
校への補助金）
③小学校：340円（1食あたり費用）のうち、130円を町が補
助（補助金額：3,510千円）　※130円×135人×200日＝
3,510千円
中学校：420円（1食あたり費用）のうち、200円を町が補助
（補助金額：3,160千円）　※200円×79人×200日＝3,160
千円
④児童及び生徒の保護者（小学校、中学校への補助金）
※教職員分は、補助対象に含まない

R7.4 R8.3

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画



No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
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事業始期 事業終期
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5
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

第８弾プレミアム付商品券利用事業
【R7補正分】

①購入額にプレミアム分を上乗せした町内店舗で利用でき
る商品券（食料品等にも利用可能）を発行し、物価高騰の
影響を受けている町民への生活支援及び町内企業支援を
実施する。
②1万円分の商品券を5千円で販売し、その差額（プレミア
ム分）、事業執行に係る事務費（消耗品、商品券及び引換
券の印刷、発送、商品券の販売手数料等）を交付対象経
費とする。
③商品券販売分：38,500千円（3,850部×10,000円）、消耗
品費：351千円、印刷製本費：466千円、郵便料：409千円、
販売手数料：385千円（3,850部×100円）
※Cその他（2,000千円）は一般財源：2,000千円
※交付対象経費合計19,111千円のうち、3,328千円をR7補
正分対象とする。
④町民

R7.12 R8.3

6
④消費下支え等を
通じた生活者支援

水道基本料金減免事業

①物価高騰により、生活への影響を受けている町民及び
事業者に対し実施する、水道基本料金の減免事業ため水
道料金システムを改修する。※公共施設は、水道基本料
金の減免対象としない。
②令和８年度に実施する水道基本料金減免事業のため水
道料金システムの改修費用（簡易水道事業会計に繰り出
し、水道料金システムの改修に係る費用）
③水道料金システム改修委託料：1,430千円
④町民及び町内事業者

R7.12 R8.3

7
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

ひとり親家庭に対する物価高騰対策
給付金事業

①物価高騰により、生活への影響を大きく受けているひと
り親家庭等に対して、給付金を支給する。
②児童扶養手当受給者及び対象児童に対する給付金
③給付金：30千円×10人（児童扶養手当受給者）=300千
円
給付金：20千円×15人（児童扶養手当対象児童）=300千
円
④児童扶養手当受給者

R7.12 R8.3

8
②物価高騰に伴う低
所得者世帯・高齢者
世帯支援

灯油購入費助成事業

①物価高騰により、生活への影響を大きく受けている住民
税非課税世帯（特別養護老人ホーム等の入所者世帯を除
く）に対して、灯油購入費助成として給付金を支給する。
②住民税非課税世帯に対する給付金（灯油購入費助成）
③給付金：5千円×350世帯（住民税非課税世帯）=1,750千
円、郵便料：55千円
※Cその他（902千円）は新潟県灯油購入費助成事業補助
金：902千円
④住民税非課税世帯

R7.12 R8.3
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9
⑧農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

漁業者経営支援事業

①原油価格の高騰等により漁業者が使用する資材価格が
高騰する中で、漁業者の経営安定を図るため、魚箱、氷と
いった資材価格の高騰分を補助することにより、今後の漁
業経営を継続できるよう支援する。（漁業協同組合を通し
て漁業者に支援）
補助対象期間：令和7年3月～令和8年2月
②漁業者に対する支援に係る経費（新潟漁業協同組合出
雲崎支所への補助金）
③魚箱購入費に対する補助率（21％）、氷購入費に対する
補助率（30％）
令和7年3月～6月分：980千円、7月～10月分：680千円、11
月～令和8年2月分：200千円
合計：1,860千円（資材高騰分補助額・14事業者分）
④漁業者

R7.4 R8.3


